[bookmark: _dojgspkbdxzk]留学ビザ不許可時の契約取扱確認書

留学希望者　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、留学支援事業者　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、甲が申し込んだ海外留学に関する契約について、留学先国の査証（以下「ビザ」という。）が不許可となった場合の契約の取扱い、費用負担、返金条件及びその他必要な事項を明確にするため、次のとおり確認する。

[bookmark: _alz3hcsqf5tt]第1条（目的）
本確認書は、甲が乙を通じて申し込んだ海外留学について、ビザの申請が不許可となった場合又はビザの取得が困難となった場合における契約の継続、変更、解除、費用精算及び返金等の取扱いを定め、甲乙間の認識の相違及び紛争を防止することを目的とする。

[bookmark: _1k82v1wndj07]第2条（対象となる留学契約）
本確認書の対象となる留学契約及び留学計画は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	留学希望者氏名
	

	留学先国・地域
	

	留学先学校・教育機関
	

	留学プログラム
	

	留学予定期間
	年　　月　　日～　　　年　　月　　日

	留学開始予定日
	年　　月　　日

	申込日
	年　　月　　日

	契約番号
	

	申請予定のビザ
	

	ビザ申請状況
	□ 申請前　□ 申請中　□ 不許可通知受領済


2. 本確認書は、前項に記載した留学契約に適用するものとし、その他の契約については、別途甲乙間で合意した場合を除き、適用しない。
3. 留学先の学校、教育機関、宿泊施設その他の第三者との契約については、当該契約の当事者及び適用される条件を確認したうえで、本確認書に基づく取扱いを行うものとする。

[bookmark: _jb7vmjlbxh4p]第3条（ビザ取得に関する基本事項）
1. 甲は、留学先国への入国及び滞在に必要なビザの発給可否が、当該国の大使館、領事館、移民当局その他の権限を有する機関の審査及び判断によって決定されることを確認する。
2. 乙は、留学手続に関する案内、申請書類の準備支援その他契約に定める業務を適切に実施するものとするが、ビザの発給を保証するものではない。
3. 甲は、ビザの申請にあたり、申請資格、必要書類、資金証明、学歴、語学能力、健康状態その他留学先国が定める要件を満たす必要があることを確認する。
4. ビザが不許可となった場合の責任については、不許可の原因、甲乙それぞれの義務の履行状況及び契約内容に基づき判断するものとする。

[bookmark: _10s248vs1wer]第4条（ビザ不許可の通知）
1. 甲は、ビザの不許可通知を受けた場合、原則として通知受領日から7日以内に乙へその旨を連絡するものとする。ただし、やむを得ない事情がある場合は、この限りでない。
2. 甲は、乙から合理的な範囲で求められた場合、次の資料を提出するものとする。
· ビザ不許可通知書又はこれに相当する資料
· ビザ申請日及び審査結果通知日が確認できる資料
· 不許可理由が記載された資料
· その他契約の取扱いを判断するために必要な資料
3. 乙は、前項の資料を確認したうえで、契約の継続、変更又は解除の選択肢及び費用精算の見込みを甲に説明するものとする。
4. 甲が合理的な理由なく必要資料の提出を拒み、費用精算等に必要な事実を確認できない場合、乙は確認可能となるまで精算手続の一部を留保することができる。ただし、確認できる範囲の返金まで不当に留保してはならない。

[bookmark: _m9kd3k2kghgd]第5条（ビザ不許可時の契約の取扱い）
1. ビザが不許可となった場合、甲乙は、留学開始予定日、再申請の可能性、留学先教育機関の受入条件その他の事情を考慮し、次のいずれかの対応を協議するものとする。
· ビザの再申請を行い、契約を継続する。
· 留学開始時期を延期する。
· 留学先国、学校又はプログラムを変更する。
· 留学契約の全部又は一部を解除する。
· その他甲乙が合意する方法により対応する。
2. 前項の対応については、甲の希望及び乙による実施可能性の説明を踏まえ、甲乙協議のうえ決定する。
3. 契約内容を変更する場合、変更後の留学条件、追加費用、返金条件及び変更に伴うリスクについて、書面又は電磁的方法により合意するものとする。
4. ビザ不許可によって予定された留学の実施が不可能となり、契約の目的を達成できない場合は、適用法令及び契約条件に従い、契約の解除又は終了について処理する。

[bookmark: _lzl1toqk9n0c]第6条（契約解除の申出）
1. 甲は、ビザの不許可を理由として留学契約の解除を希望する場合、乙に対して書面又は電磁的方法により申し出るものとする。
2. 乙は、解除の申出を受けた場合、既に実施した業務、未実施の業務、第三者に支払った費用及び返金可能額を確認し、甲に説明するものとする。
3. 契約解除の効力発生日は、適用法令及び原契約の定めに従うものとし、必要に応じて甲乙間で確認する。
4. 甲乙は、解除に伴う精算内容について、可能な限り書面又は電磁的方法により記録を残すものとする。

[bookmark: _6ftuo9v7367a]第7条（費用の取扱い）
1. ビザ不許可時の費用の取扱いは、次の区分を基本とし、原契約、各費用の支払先が定める条件及び適用法令に従って判断する。
	費用項目
	取扱い

	留学申込金
	□ 返金対象　□ 一部返金　□ 個別精算

	留学手続代行費用
	□ 返金対象　□ 一部返金　□ 個別精算

	学校入学金
	留学先教育機関の規定に従う

	授業料
	留学先教育機関の返金規定に従う

	ビザ申請手数料
	申請先機関の規定に従う

	滞在先手配費用
	手配先の取消条件に従う

	航空券代金
	航空会社等の運賃条件に従う

	その他の費用
	個別の契約条件に従う


2. 乙は、甲から受領した費用のうち、未実施業務に対応する部分及び第三者から返還を受けた金額について、原契約及び適用法令に従い返金の要否を判断する。
3. 乙が既に実施した業務に関する費用については、業務内容、履行状況及び契約上の対価を考慮し、合理的な範囲で精算するものとする。
4. ビザ不許可を理由として一律にすべての費用を返金対象外とするものではなく、個別の事情及び法令に基づき判断する。
5. 原契約に返金又は解除に関する定めがある場合であっても、消費者契約法その他の強行法規に反する部分については、当該法令が優先するものとする。

[bookmark: _xa9dyxw2jr7q]第8条（返金手続）
1. 乙は、契約解除又は変更に伴い返金が発生する場合、返金対象額及び控除額の内訳を甲に通知するものとする。
2. 返金に関する確認事項は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	受領済総額
	金　　　　　　　　円

	返金対象額
	金　　　　　　　　円

	控除額
	金　　　　　　　　円

	返金予定額
	金　　　　　　　　円

	返金予定日
	年　　月　　日

	返金方法
	□ 銀行振込　□ 原決済手段　□ その他

	振込手数料
	□ 甲負担　□ 乙負担

	備考
	


3. 乙は、返金額が確定した後、原契約又は甲乙間で合意した期限までに返金手続を行うものとする。
4. 第三者からの返金を要する費用については、乙は合理的な範囲で返金状況を確認し、甲に進捗を通知するものとする。
5. 為替相場の変動、海外送金手数料その他の事情により返金額に差額が生じる場合、その計算方法及び負担者は、事前に明示された契約条件及び適用法令に従って決定する。

[bookmark: _5c9tja18fp6e]第9条（ビザ再申請の場合）
1. 甲がビザの再申請を希望する場合、乙は、再申請の可否、必要な手続、想定される期間及び追加費用について、把握している範囲で説明するものとする。
2. 再申請に必要な手数料、書類取得費用、翻訳費用その他の追加費用については、甲乙協議のうえ、事前に負担条件を定める。
3. 再申請によって留学開始日が変更される場合、学校、宿泊施設その他の関係機関との調整が必要となることを甲は確認する。
4. 乙は、再申請を支援する場合であっても、ビザの発給又は再申請の成功を保証するものではない。
5. 再申請の結果、再度不許可となった場合は、本確認書の規定に従い、契約の取扱いを改めて協議するものとする。

[bookmark: _2m8p2mpxb1zd]第10条（留学開始時期の変更）
1. ビザ不許可又は審査の長期化により、当初予定していた留学開始日までに渡航できない場合、甲乙は、留学開始時期の延期について協議することができる。
2. 留学開始時期を変更する場合、乙は、留学先教育機関の受入可能時期、授業料の繰越条件、宿泊施設の変更条件その他必要な事項を確認するものとする。
3. 留学開始時期の変更に伴う追加費用又は返金については、変更内容及び関係機関の規定を踏まえ、甲乙間で別途合意するものとする。
4. 留学開始時期の変更が認められない場合、甲乙は、契約解除又は代替プログラムへの変更について協議する。

[bookmark: _a2vy97emvt9m]第11条（甲の申告義務）
1. 甲は、ビザ申請及び留学手続に必要な情報について、正確かつ真実の内容を乙に提供するものとする。
2. 甲は、次の事項に変更が生じた場合、速やかに乙へ通知するものとする。
· 氏名、住所、国籍その他の本人情報
· パスポートの有効期限又は記載事項
· 学歴、職歴及び在籍状況
· 留学費用の支払能力に関する情報
· 過去のビザ申請歴及び入国拒否歴
· その他ビザ審査に影響する重要事項
3. 甲が故意又は過失により重要な情報を偽って申告し、又は必要な情報を提供しなかったことにより損害が発生した場合、その責任は、当該行為と損害との因果関係及び適用法令に従って判断する。
4. 乙は、甲の申告内容に不備又は不明点があることを認識した場合、合理的な範囲で甲に確認し、必要な補正を求めるものとする。

[bookmark: _y0tb3g5t43qg]第12条（乙の業務上の責任）
1. 乙は、原契約に定める留学支援業務について、専門事業者として通常求められる注意をもって遂行するものとする。
2. 乙が必要書類の提出を怠った場合、申請期限を誤った場合、甲に重大な誤情報を提供した場合その他乙の責めに帰すべき事由によりビザ申請に支障が生じた場合、乙は、法令及び原契約に従い必要な対応を行うものとする。
3. 乙の責めに帰すべき事由により甲に損害が発生した場合、乙は、民法その他の適用法令に従い損害賠償責任を負うものとする。
4. ビザ発給機関の独立した審査判断その他乙の責めに帰することのできない事由による不許可については、その事実のみをもって乙の債務不履行とはしない。
5. 本条は、乙の故意又は過失による責任を一律に免除するものではない。

[bookmark: _brcejk2upf7v]第13条（第三者との契約）
1. 甲は、留学先教育機関、宿泊施設、航空会社、保険会社その他の第三者との契約について、それぞれ独自の取消条件、返金条件及び変更条件が適用される場合があることを確認する。
2. 乙は、甲の依頼に基づいて第三者との契約を手配した場合、当該契約の当事者、取消条件及び返金条件について、契約上必要な説明を行うものとする。
3. 第三者との契約の解除又は返金が必要となった場合、乙は、原契約に定める業務範囲に応じて必要な手続を支援するものとする。
4. 乙が第三者との契約について自ら契約上の義務を負う場合、その義務は本確認書によって免除されない。

[bookmark: _7jbhtz1hcyjs]第14条（ビザ不許可以外の事情）
1. 甲の個人的事情、健康上の理由、経済的事情その他ビザ不許可以外の理由による契約解除については、原契約及び適用法令に従うものとする。
2. ビザ申請の遅延、追加審査、発給条件の変更その他不許可以外の事情により渡航が困難となった場合、甲乙は、その事情に応じて契約の変更又は解除について協議する。
3. 留学先国の入国制度の変更、教育機関の閉鎖、渡航制限その他の事情により留学が実施できなくなった場合は、その原因及び契約上の責任関係に応じて取扱いを判断するものとする。

[bookmark: _jrk3f0va3djr]第15条（個人情報の取扱い）
1. 乙は、甲から取得した個人情報、ビザ申請情報、パスポート情報その他の個人情報について、個人情報の保護に関する法律その他の適用法令に従い、適切に管理するものとする。
2. 乙は、留学手続、ビザ申請支援、契約変更及び返金手続に必要な範囲で、甲の個人情報を利用するものとする。
3. 乙が甲の個人情報を留学先教育機関、海外提携事業者その他の第三者へ提供する場合、適用法令に従い必要な本人同意の取得その他の措置を講じるものとする。
4. 乙は、個人情報の漏えい、滅失又は毀損を防止するため、合理的かつ適切な安全管理措置を講じるものとする。

[bookmark: _pelk5cokunzf]第16条（説明及び確認事項）
甲は、本確認書の締結にあたり、次の事項について説明を受け、その内容を確認したものとする。
□ ビザの発給は留学先国の審査機関が判断すること
□ 乙によるビザ発給の保証はないこと
□ ビザ不許可時には契約の変更又は解除を検討できること
□ 返金対象額は契約内容及び費用の性質によって異なること
□ 学校、宿泊施設、航空会社等には独自の取消条件があること
□ ビザ再申請には追加費用が発生する場合があること
□ 留学開始時期の変更には関係機関との調整が必要となること
□ 乙の責めに帰すべき事由による損害については法令に従い責任が判断されること
□ 返金額及び控除額については明細を確認できること
□ 本確認書と原契約及び適用法令との関係について説明を受けたこと

[bookmark: _2jx4j1m3moix]第17条（原契約との関係）
1. 本確認書は、甲乙間で締結された留学契約に付随する確認書として取り扱うものとする。
2. 本確認書と原契約の内容に相違がある場合、甲乙間で明示的に変更を合意した事項を除き、原契約の定めを適用する。ただし、強行法規に反する定めについては、当該法令を優先する。
3. 本確認書の締結によって、甲が法令上有する解除権、返金請求権、損害賠償請求権その他の権利が当然に制限されるものではない。

[bookmark: _gko3lfy3wsyz]第18条（協議事項）
1. 本確認書に定めのない事項又は本確認書の解釈について疑義が生じた場合、甲乙は、関係資料及び契約内容を確認し、誠意をもって協議するものとする。
2. 協議によって解決できない場合、甲乙は、適用法令に従い、調停、訴訟その他の適切な方法により解決を図るものとする。

[bookmark: _dluhjwf0nzs8]第19条（準拠法及び管轄）
1. 本確認書の準拠法は、日本法とする。ただし、外国の強行法規その他適用される法令の効力を妨げるものではない。
2. 本確認書に関して訴訟の必要が生じた場合、甲乙は、民事訴訟法その他の適用法令に従い管轄裁判所を定めるものとする。

[bookmark: _2zv8w1ycomym]第20条（確認書の成立及び保管）
1. 本確認書は、甲乙双方が内容を確認し、署名又は記名押印した日から効力を生じるものとする。
2. 本確認書は、書面又は適法な電磁的方法によって作成することができる。
3. 甲乙は、本確認書を各自保管し、契約変更、解除、費用精算その他の手続に際して必要に応じて参照するものとする。













以上の内容について、甲乙双方は十分に確認し、合意した証として、本確認書を作成する。

　　　　年　　　月　　　日

甲（留学希望者）
住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙（留学支援事業者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：

